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JSTのご紹介

3

・科学技術基本計画の実施の中核的な役割を担う機関
・3本柱:「研究開発戦略立案」「科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出の推進」「科学技術基盤の形成」
・「戦略的基礎研究」から「実証試験・実用化」まで一貫した研究開発を実施
【H28年度予算（Ｈ27年度予算）】 総事業費： １,１９０億円 （１,２０３億円）

研
究
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発
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略
の
立
案

科学技術イノベーションの創出の推進
～バーチャル・ネットワーク型研究所の構築～

科学技術イノベーション創出のための科学技術基盤の形成
～イノベーションを支えるソフトインフラの構築～

戦略的な基礎研究の推進

産学連携による研究開発成果の展開 東日本大震災からの復興・再生への貢献

国際的な科学技術共同研究等の推進

知的財産の活用支援

知識インフラの構築 次世代人材の育成 科学コミュニケーション

総
合
科
学
技
術
・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議

文
部
科
学
省

JST 戦略的基礎研究
（シーズ育成） 応用研究 ＰＯＣ 実証試験・実用化



データベースScopus (1996-2015)を基にJSTが作成。
抽出条件：出版年が2010-2015年のデータ、対象：すべての論文（レビュー論文等含む）

Top10%論文数 国別・分野別シェア(2010~2015)

わが国の問題点：研究論文の国際的地位の低下
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論文国際シェアにおける日・中・独の変化

データベースScopus (1996-2015)を基にJSTが作成。
抽出条件：出版年が1996-1998年および2013-2015年、被引用TOP10%論文

ドイツの堅調に比べて我が国は低調
→イノベーションの基礎となる「研究開発力」低下が懸念
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我が国の現状・課題：主要学術分野における地位低下

「エンジニアリング」の低下度合いが大きい
→我が国の「イノベーション創生力」への影響が懸念

物理学
天文学

生物化学
遺伝学

分子生物
学

化学工学 化学 薬学 物質科学 医学 エンジニア
リング

免疫学
微生物学

エネル
ギー

日本
(1996-
1998)

3 4 2 2 3 2 5 3 5 2

日本
(2013-
2015)

6 8 6 6 7 7 10 9 11 10

順位の
変化 -3 -4 -4 -4 -4 -5 -5 -6 -6 -8

データベースScopus (1996-2015)を基にJSTが作成。
抽出条件：出版年が1996-1998年および2013-2015年、被引用TOP10%論文



科学技術・イノベーション人材に関する国の政策等
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官邸/
日本経済再生本部 日本再興戦略

内閣府/
CSTI

第５期科学技術基本計画（H28～32年度）、
科学技術イノベーション総合戦略2016

文部科学省 理工系人材育成戦略

文部科学省・
経済産業省 理工系人材育成に関する産学官円卓会議

経済産業省/
産業構造審議会

製造業の現状を踏まえ、生産性向上には設備投資や事業再編のみならず「人
材育成」「研究開発の促進」が必要。

■未来に果敢に挑戦する研究開発と人材の強化
⇒多面的アプローチによる人材の育成・確保（若手、女性含む）

■科学技術イノベーションの推進機能の強化
⇒オープンイノベーションを推進する仕組みの強化
⇒イノベーション・ベンチャー創出力の強化

■産業界のニーズと高等教育のマッチング
⇒産業界における博士人材の活躍の促進



科学技術・イノベーション人材育成に関する民間の提言
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経団連 政策提言「今後の教育改革に関する基本的考え方」
教育によって将来求められる素質・能力を身に着ける。

経済同友会 政策提言「これからの企業・社会が求める人材像と大学への期待」
個人の資質能力を高め、組織を活かした競争力の向上を図る。

日本機械工業
連合会

理数系グローバル人材育成、教育への提言「MISTEE教育の推進を！」
製造業が求める技術系グローバル人材育成のため、理数系教育を改善。

産業競争力
会議（COCN)

産業基盤を支える人材の育成と技術者教育アンケート
「企業が大学、大学院に求める技術系教育」の内容の明確化。

課題設定・解決力

論理思考

コミュニケーション能力

文化等の多様性への
対応力

理数系の高い能力

技術者倫理

リベラル・アーツ

新規な価値の創造力

イノベーション人材
技術系人材

理数系教育の改善

研究開発を通じた人
材育成方法の見直し

産業界・企業のニーズの
明確化と、それに基づく
官・学の対応



JST理事長イニシアティブ「濵口プラン」
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社会の持続的な発展に貢献するため、新たな飛躍に向けた改革を実行

１）研究開発を通じた人材育成
（若手研究者、女性研究者、産学連携）

「さきがけ」、
「産学共創プラットフォーム(OPERA)」等

２）プログラムマネージャー（PM)の
育成・活躍推進プログラム

３）技術移転に係わる目利き人材育成
４）次世代人材育成（ＳＳＨ支援等）

JSTの人材育成関連事業



10

JSTの科学技術・イノベーション人材育成関連事業

目利き人材育成

人材情報の提供



１）研究開発を通じた人材育成：①さきがけ
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若手研究者の育成 ：
挑戦的基礎研究により、イノベーションの創出と将来の研究リーダーの輩出を目指す

若手研究者
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１）研究開発を通じた人材育成：②OPERA

新たな基幹産業の核となる革新的技術の創出、そのための持続的な研究環境・
研究体制・人材育成システムを持つプラットフォームを形成する。



２）プログラム・マネージャーの育成・活躍プログラム

13

研発法人・
大学等
（ポスドク・ＵＲＡ）

ＪＳＴ等

民間企業等

ＪＳＴにおけるＰＭ人材育成

併せて、◆ＵＲＡ人材にも積極的に呼びかけ、ＵＲＡとのネットワーク構築
◆ポスドク⇒ＵＲＡ⇒ＰＭのキャリアパス構築も期待

資金配分
機関職員

ＪＳＴ等の資金配分機関、
研究開発法人・大学、企業

イノベーション創出の牽引役
PM制度を活用した研究開発事業で活躍

活
躍
支
援

イノベーションの可能性に富んだ研究開
発プロジェクト・産官学連携の取組

ＰＭとして
帰任・転職

ポスドクは
ＵＲＡを経て

第1ステージ
（1年程度）

適性
審査

第2ステージ（１～2年程度）

◆知識・スキルを身に付
けるとともに、自ら構想
した研究開発プログラ
ムの提案書を作成。

・研究開発戦略立案、
知財・産学連携等

・内外の講座等の受講
（マーケティング、法務
等）

◆第１ステージで作成した提案書の内
容を更に磨き、一部を実施することによ
り、PMに必要な能力を身に付ける。
・JST事業等においてOJT経験（JST
新プログラム、ACCEL等）
・DARPA、ARPA-E等、PMを擁して
事業実施している海外機関と連携

・これらと並行して、自らがPMとして
マネジメントするプログラムを企画し、
採用されることを目指す。

修了者の活用促進

・修了者名簿への登録、提供
・情報交換会の開催メンターとの個別相談、助言

研究開発プログラムの企画・遂行するプログラム・マネージャーの役割が重要。
優れたPM人材の供給源及び流動化のハブとして機能する仕組みを構築する。



研究

事業化

開発

研究

事業化

開発

イノベーション創出の構造変化
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従来型イノベーションモデル

個別の研究開発、
リニアモデル

初期からビジネスモデルを想定、
様々なステークホルダとの協調、

産学共創での組織的研究

異分野
(AI)

異分野
(材料)

異分野
(機械)

相補的
(IoT)

異分野
(生物学)

同分野
(材料)

複数分野の協調研究

複数企業が協調開発企業
A 企業

B 企業
C

企業
D

企業
F企業

E

企業連合で事業化
企業 企業 企業 企業

大学が複数分野を組織化

企業
H

大学
G

国研
Ｉ

新しいイノベーションモデル
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新しいイノベーションモデルの例：自動運転
カー・シェアリング
無人交通サービス

トラックの自動隊列走行

自動運転車

「モビリティ」の仕組みの変容（社会体系の変化）
常時、走行可能な完全自動運転車は普及台数以上のインパクトを与える

（3%の自動運転車が30%の移動を担う可能性 出典：日経テクノロジーオンライン 2016年5月2日）
自動運転車の走行を組み込んだ交通システムが誕生

「知的処理」の増加（産業構造の変化）
「モノの販売」から、「モビリティ・サービスの提供」へ

法制度・社会制度整備も含めた「システムの構築・高付加価値化」へ

普及に
必要な
法制度
・社会
制度

新しいモビリティ
サービスの創造

AI



・橋渡し機能を担う公的研究機関
・66ヶ所に研究所 大学の構内・隣接して設置
・スタッフ数 ：22,000人、6000人が大学院生
・年間予算 ：約19億€（2,700億円）
・所長は大学教授が兼務

フラウンホーファー協会とは

太陽エネルギー研究所

構造耐久性研究所

産学共創を通じた人材育成の例：ドイツ

1民間企業からの
委託契約 ４割

連邦政府、州政府
機関助成 3割

予算の収入先

公的プロジェクト
3割
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：効率的にイノベーションを創出

独経済の中核
：中小企業

専業で中規模のため
・環境変化に迅速に適応
・効率経営が容易

自前の研究機能に限界

FhG所長は大学教授が兼務
院生がインターンシップを実施
共同研究先に就職へ
大学の研究成果を提供

大学

企業の“共同利用”研究所
・単独企業研究所より

研究リソースの効率運用
・大学院生を教育しつつ

研究スタッフとして活用

・ドイツ経済を担う中堅中小企業：迅速に環境に適当し、進化が容易
・FhGが、大学の知を活用する企業の「共同利用研究所」の役割
・大学院生がインターンシップを行い、共同研究先に就職
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JSTの産学共創：Center Of Innovation

企業が事業化をリードする大規模産学連携研究拠点を18ヶ所で形成
10年後の社会像を見据えたビジョン主導の挑戦的研究開発を実施

信州大学アクア・イノベーション拠点
高機能で強靱な水処理膜を開発
• 汚染されにくく、省エネで、高温水にも対処可能。
• 海水淡水化、石油掘削随伴水処理、ウイルス除

去等、利用目的に応じて最適化。
2030年の社会実装目標

市場シェア

水処理膜 5～10%前後

随伴水脱塩処理 30%前後

逆浸透膜（RO膜）のナノ構造モデル

社会実装イメージ
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イノベーションの源泉 例1
顧客ニーズ

ネットワークコミュニケーション
インターネット検索

イノベーションの産物
「MEMEX」

Dr. V. Bush（米国）
・必要な情報を画面に表示
・情報の間にリンクで繋ぐ

Life誌掲載（1945年9月）

実用化
Alto 1973年～

ゼロックスパロアルト
研究所で開発
パソコンの原型となる

MAC 1984,85年
Steve Jobsが製品化

http://www.maxi
mumpc.com/the-
25-most-
important-pcs-in-
history/
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イノベーションの源泉 例２

先進顧客の「真の要望」に答えることがイノベーションの源泉に

自動運転車

無人の輸送車両隊

無人の燃料補給車

無人で走行する軍用車両
1984年

“The Autonomous Land Vehicle Program” 
by Martine Marietta

アウディは2017年に
「レベル３※自動運転車」を販売へ

※特定条件で運転者の監視が不要
出典：日経ビジネスオンライン 2016年9月6日

顧客ニーズ イノベーションの産物実用化
DARPA自動走行車レース

Grand Challenge 2004,05年

Urban Challenge 2007年
市街地(模擬）の自動走行
1位 Carnegie Mellon大学

⇒GMで開発へ
2位 Stanford 大学

⇒Googleで開発へ
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まとめ

イノベーション創出の加速のために；
・出口を見据えたビジネスモデルを想定した研究開発

・先進顧客の要望がイノベーションの源泉の一つ

・産学が共創する場を構築

イノベーションの実践を通じた人材育成
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ご清聴有難うございました。


